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シュンベーター的内生成長の複数均衡モデル
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:1.モデル

4.結論

1.はじめに

本論の目的は， Aghion and Howitt (1992， 1996)のシュンベータ一的内生成長モデルにおける禄

数均衡(あるいはpove向rtrap)の発生について分析することにある。

このモデルにおける複数均衡の発生要閃については， Aghion and Howitt (1998)で議論されてい

る，人的資本の外部性 (humancapi凶 externalities)が知られている。この議論では， Aghion and 

Howitt (1992)の l中間財モデルにおいて，人的資本が研究開発 (R&D)のtimearrival rateに直接，

影響することにより被数均衡の発生することが示されていた。

これに対して本論では， Aghion and Howitt (1996)の多数It1Hlll!iモデルにおいて，研究開発の労

働市場と中間財の生産 (production)の労働市場と問での労働移動が白由な場合，人的資本は，

R&Dのtimearrival rateに影響しなくとも(すなわち人的資本の外部性を想定しなくともに市場

全体の労働需要に影響することによって線数均衡を発生させ得ることを示す。

以下，本論の構成は次のとおりである。第 2節では先行研究について間単に説明したのちに本

論における議論の特徴を提示し，第 3節では， Aghion and Howitt (1996)のモデルと対照させつつ，

禄数均衡モデルを構築する。第 4節は結論とする。



2.先行研究と本研究の論点

本節では， Aghion and Howitt [1998; p.691の議論を簡単に紹介したのち，本研究の特徴につい

て述べる J

Aghion and Howitt (1998)は， Aghion and Howitt (1992)の 1中間財のシュンベーター的内生成

長モデルを基にした議論であり， Aghion and Howitt (1992)において外生変数とされている，新た

な中間財の発明のtimearrival rateを， Aghion and Howitt (1998)ではR&D雇用量についてのロジス

ティック関数と仮定している すなわちtimear了ivalrateiま， R&D雇用量が少ないうちはR&D雇用

量について逓増的であり， R&D雇用量がある程度大きくなると逓減的となる.従ってR&Dの限界

収益は， R&D雇用量の上昇につれて，初めのうちは上昇して，のちに低下に転ずることになり，

複数均衡の発生する可能性がでてくることになる。

以上の議論の論拠は， R&D労働の増加に伴う人的資本の外部性 (humancapital externalities) 

の発生により，新発明のtimearr初alrateが影響を受けることにある c

これに対して本論で、はAghionand Howitt (1996 and 1998 ch. 6， 7)の多数中間財モデルを基にし

て， R&D部門の労働市場と中間財生産部門の労働市場の間で労働移動が自由な場合には，人的資

本の外部性を想定することなく複数均衡の発生し得ることを示す、その理論的なメカニズムは次

のとおりである。

一般に，より生産性の高い新技術が発明される確率は， time arrival rateと研究に従事する労働

雇用量との積で表される。当初，研究の人的資本が豊富な経済においては，新技術の発生する可

能性が高く，旧技術が速くすたれるので，旧技術から放出される豊富な労働供給により，新技術

における労働需要が満たされ，高成長を維持することができる。いっぽう当初，研究者の人的資

本が乏しい経済においては，新技術の発生する可能性が低く，旧技術がなかなかすたれないので，

旧技術における労働需要が十分大きく，新技術における労働需要が満たされなくなり，生産性で

測った実質賃金が上昇し 低成長に甘んじる可能性がでてくることになる。

もっとも， Aghion and Howitt (1996 and 1998 ch. 6， 7)のモデルが想定するように， R&D部門の

労働市場と中間財の生産部門の労働市場が分断されているような場合には，中間財生産部門の労

働需要の影響が遮断されるので，人的資本の乏しい経済においても低位均衡は発生し得ないこと

に注意が必要である 1)

1) Aghion and Howitt (1992) のオリジナ)~・モデルでは. R&D部門の労働市場と中JliHj:jの午庫内fl門の労働市場との間の労働移動

は白山であり，両労働市場の移動を臼[11でないとする論拠は特にないと思われる。
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シュンベータ一的内生成長の惚数均衡モデ)1.-

3.モデル

3 -1. Aghion and Howittのオリジナル・モデル

本節では， Aghion and Howitt (1996 and 1998 ch.6， 7)のモデルを説明し，それと比較する形

で本論の議論を提示する.Aghion and Howittの設定はおよそ以下のとおりである c

1.最終財をニュメレールとする。家計の効用は消費について線形であり，かつ異時点間で、分離

可能とする ν 家計は異時点11¥1効JlJの総和の割引現在1uIi値を最大化するように行動する。割引率

をρとおき，労働の不効Hlはないものとする。

2. 最終lけは，賦存量 lの不熟練労働，および連続的な異なるヴィンテージの生産ライン

(product lines)から派生した11111¥l!!1によって生産され，その生産技術は収穫不変を示すものと

する。 τ時点、に発明された生産ラインから派生したすべての中間!!1'1ま 一般的知識Aτ を体化

(embody) している。ヴィンテージ τのラインから派生した r}lll¥l!!iのf[dl数の，時点 tにおける

frEtを 5，ーとする。

各々の中間財は，熟練労働のみによって生産され， t 時点における労働投入量を 1ーとする。中

間財の生産技術は収穫不変であるものとされるので，単位を適当に取れば127は各々の中間!げの

生産量と一致する。

以上から t時点における最終生産物の総生産量 Y，は，

~ = f~= S{"A. (I{τ)U点 、.E，，
4
E
-
A
 

〆，E
‘.、

と表される。ただし Oぐσぐlである。(1)の積分記号の中身は，ヴィンテージ τのラインから t

時点までに派生したすべての111[日1!!1によって生産される最終生産物の量を示している。

3. 基礎的なイノベーション(新たな生産ラインの発明)は 研究活動 (Research)に従事する

熟練労働によって行われる Hrを研究者の雇用量とする。 fjr;j々 の研究者はPoissonarrival rate 

;/，で新ラインの発明に成功するものとすれば，各ヴィンテージのラインの個数は ;/'H'となる。

4. あるヴィンテージの生産ラインにおける中間財の数の増加(2次的イノベーション，学習効

果)は，開発活動 (Development)に従事する熟練労働によって行われ，収穫逓減を示すもの

とするめ。学習効果のPoissonarrival rateを;/d('l，.f'とすれば(ただしマはヴインテージ rの

ラインの時点、 tにおける開発労働者の雇用量，。ぐAd， 0ぐυぐ1)，s 時点において新たに増加す

る中間財の個数は A'H' A d (ヂ，_yー'となるから，ヴィンテージ Tの生産ラインにおける中間財

の数 Srrは，次のようになる。

2)収機j堕減の仮定については.Aghion and Howitt (1996) p.68を参照されたい。
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S，.て=入rHrL入d(l1s.1 y-uゐ (2) 

5.熟練労働については，研究・開発部門間で労働移動はt'1由であるが，研究開発部門と中問財

の製造部門との聞では，移動は自由でない.研究開発部門および中間財製造部門の熟練労働の

供給量を，それそ'h一定値 H.Lとする。

6.毎時点における新たな知識ストック(生産性A)の増加は，研究活動のみによってもたらされ

る司c

以上の設定の下で，次に各ヴィンテージの生産ラインにおける中間財の製造および開発に関す

る企業の意思決定，新たな生産ラインの発明に関するリサーチの裁定式，経済成長率(生産性A

の上昇率)および労働市場の均衡の順に定式化する。なお，以下では定常的な成長経路を前提と

するつ

3 -2.中間財製造の意思決定

中間!!オ製造業者はmonopolisticlこ行動し，最終!日の市場は競争的であるとする G したがってヴィ

ンテージ τのラインから派生した中間財に対する需要は(1)から P，.，=aA_(/，.)，， -1となり (P，..

は中間l!1の価格).実質賃金を w とすれば企業の利潤1[，ーは aAσfjh-wt l fーとなる。企業

が利潤を最大化するように雇用景 1，を決めるとすれば，雇用量は，

よ 1 1 

I，.t -α 14J. ~ 1二aW，a-l 

となる ο 利潤 172r は次のようになるの

(J-α~ . 
πfτ 二 1--IW，'，.t 

iαJ  

(3) 

(4) 

定常成長経路における生産性 Aの上昇率を gとすると，ヴィンテージ r (ぎt)のラインから

派生した中間財の時点、 tにおける雇用量 1 と 最新ヴィンテージのラインから派生した中間財の

雇用量 lftとの11¥1には， (3)より次の関係がある。

1 ，•τ=(ffj e7士山 (5) 

すなわち.[.Jj時点で、見ると，ヴィンテージのjljいラインにおける中間l!iほど雇川が小さくなる。

3)知識ストックのWilJlIに関する仮定 6は.Aghion and Howitt (1996)においてbenchmarkcaseとされているものである。一般的

には，知識ストックのli'IlJlIは，研究活動によるラインのI曽川と。経済全体の学宵効架(各ヴィンテ ジの A'H'ffljjあるすべて

の生産ラインにおける中間!刊の場加の総干[1) とのIlldJjに依存する。しかし本論では簡単のため.benchmark caseを採JIJする

ことにする。
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シュンベータ一的内生成長の政数J~')i~iモデル

また，実質賃金 wが生産性AとIriJ率で、 1)封ーする定7完成長経路においては，ヴィンテージ τ(ぎ

りのラインから派'I~ した r! r! I\H!i の，時点1における雇川量 ife と時点 s (> t)における雇用量 I

との聞には， (3)より次の関係がある。

ー一M
e
 

、、BE
/'L 

I
t
 

，

J'
・1、一一T

‘
 

l
t
 

(6) 

つまり，あるラインから派'1:した lつのr{，問!日における雇IIJは， 11年間の経過につれて一定率で低

ドする。

さて， H寺点、てに発lリjされる 1つのラインにおいて，将来の11.¥')点、 t(>けに派生する中lI1ll!tのもた

らす利潤の，時点tにおける割引現在価fJ''iW'.clま，(4)で fをsに置き換えた式を)III、ると，

玖t = r=π.¥'.1け

ニ[∞土竺wjJ仲，)ゐ

" ，α 
(7) 

となる。 R&Dは競争的であるとすれば，作R&D企業にとってラインの発IIJjによる生産性 Aの上昇

率 gは与件であると考えられる。したがって定常成長経路において実質賃金 wが生産性 Aと!日j率

で上昇ーすること，および (6)に注立すれば， (7)を次のように芹ける。

]-α.  
一て-11'， '"t 

W 二 u

中 α
p+一一-g

]-α 

(8) 

3 -3.中間財開発についての意思決定

ヴィンテージ T (;;;;t)のラインのH寺点 tにおける開発労働の雇!Il量ヂ 1 については， R&D企

業によって次のように決定される。ヴィンテージ τの lつのラインにおいて，時点 tでは，1"{ Tj， )1-

fllilの中間財が発生し，それぞれの'1'問財は Wt-の将米利潤をもたらす したがって開発労働者の

賃金を X，とすると.R&D企業の紋大化すべき平!日間 H は.

f1"t三千lX A" (1'Lτy-u玖τXill，.T (9) 

(9)よりヂ t.， はJ欠のようになる c

η;，; ~ [円…'J" 、‘.
F

O
り・・且

〆
a

・、
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さらに (5)，(6)， (8)， (10)から， I!fJ発労働および生産労働の賃金 X，W が gの率で上昇する定

常成長経路においては，次が成り立つ，

一三ーや τ)
η1，τ二 ηJノ υ(1ーα)' .， (11) 

一三←(1-1) 

ηhてニ ηfJG U(14) (12) 

最後、に ，(8). (10)から，生産労働需要と開発労働需要との[1¥1に，次の関係が成り立つ。

/二 αrp+土 gl~(rL.Ju 

ν(1-υX!-α)l 
r- . 

1-α )W
1 

(13) 

3 -4. リサーチの裁定式 (ArbitrageEquation) 

時点 tの最新ヴィンテージ t生産ライン発明に関する意思決定は次のようである。 (9)，(10)よ

り時点 S(>けのR&D企業の利潤 JI
'.1を

H4=-Lxn-
叩 1-υ"".'" (14) 

と書ける。リサーチは競争的であるとすれば，生産ラインから将来にわたってあがる総利潤の割

引現在価値は.研究労働の賃金 xに等 L ぐ ~-~o 生産ラインの発明される Poisson anかaIrateが

..1'であることに注意すると，リサーチの裁定式 (arbitrageequation)が得られる。

x，二入
rf= e 仲 l)三-x川"ds (15) 
JI 1-υ

， '.'.1 

、.. ，， 
，

ι
。
唱
・
且i

t
 

、lEEEE‘
〉

''EEEEEJ

o
b
 

T

、B
E
/

一

α

σδ
一一乙

V
一

υ
+
 

n
y
 

f
i
l
l
J

、l
l
l

u
一

υ

る

I
一入

h
い

ニ

F
り

f

判

九

カ次ぺ
t
ノ

ト」
m

t
J
 

1
ι
A
 

J

，‘‘、
唱

E
A

1
ょ

3 -5.成長方程式 (GrowthEquation) 

生産性 Aの L引率(経済成長率)gを規定する成長方程式は， :3 -1節の仮定 6に見るように，

経済成長率は基本ー的にリサーチ労働のf(i!.川量のみによって決まり，次のようになる。

g=λr Hr 
(17) 

3 -6.労働市場の均衡式

R&Dの労働di.JJ，)の均衡については，次のように定式化できる JI寺点 tにおける開発労働者;の総
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シュンベータ一的[)~，十成長の仰数均i釘モデル

労働需要は'7，ーをすべてのヴィンテージについて合1¥1ーしたものである。 件々のヴインテージの

生産ラインは A'H'!Vi!あることにii:立すると， !Jf.JJE労働の総'，liij!J_fは次のようになる。

r' .̂.__..Ul1-CXJ 
入rH'I η，.，dt 入rHr~\~一一叱 f

ザー∞ g 
(18) 

開発労働の総供給はH-H'だから， R&D労働一IiiJJAの均衡は次のようになる。

r u(l-α) 
Hr +入rHr-一一一九 I= H (19) 

a 
b 

中間H1の生産労働者の労働市場については.次のようになる u 製造部門における熟練労働の需

要は， (2)， (5) ，および t を r に lflf~ き換えた(12) より，

字、
，J'旬

〆

ιτ
 

，，t
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''・・・・
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入

五
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一
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入
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一

一
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一

一
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(20) 

(20)に rを tに置き換えた (13)と成長方引式(17)を代人し.さらに(11)，(12)から'7...= '7 /./と

なることに注意すると.生J1It労働すi?要はJ欠のようになる。

ヲ
an-

xf一
wf

g
 

一

α

α
一一一，

I
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ρs 

/''''ZEEEEBEE-

‘、、、

α
「
怠

ト
一
斗

α
ζ
J
 

U--守

(21)から中間!11生産部門の労働市場の均衡は，

、.. y
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となる c

3 -6.定常成長経路における均衡体系

定常成長経路におけるマクロの均衡体系は，次のように記述できる 3
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R=wf/α 

一一
一、，ノィ

A

I
J
F
J
J
 

w
 

i
a
t
 

2

一九
一

α
 

一一，，，‘ 

αl  p+ig ii川
λd (1-υ迫-α)，'' 1α )w 

f=rlp+古fg}
uα(1α)( _ ， α._ )x，仇 _ T 

g(!-υ) ¥γ1-α 凸 )wf1-

HI' +入I'H'虫ヱ九二万

g=入I'H'

(El) 

(E2) 

(E3) 

(E4) 

(E5) 

(E6) 

(E7) 

ただし (E1)は中間111市場におけるべIfl'!]1日の価絡決定式であるけ p， はrfl(/'，1l!1の価格で、あり，定1完成

長形路上ではすべての財についてい!じとなる。(E2)，(E3) ， (E4)はそれぞれ，を tに置き換え

た (3)，(13)，そして (16)である。 (E5)， (E6)はそれぞれ (22)の中間!日生産部門の労働市場均衡

式.および(19)のR&D労働市J誌の均術式， (E7)は(17)の成長方程式である。上の 7つの式から

p， ， 1，-" 17 u' w" x" H "そして gが決まる。(さらに sから各ヴィンテージのラインへの労働

配分 1，が決まる)。

さて(E3)に(E2)，(E4)を代入することにより.次を得る c

日

主二=<t(g} <t' >仇 W三2i，x三三L，
A/' A， 

三 1/αて)(P叶古(P古)イ (23) 

ただし W，X はそれぞれ，技術水準でiHlJったrfl!I¥]l!:t生産労働およびR&D労働の実質賃金である。

(23)から定常成長経路における経済成長率 gは W，Xの減少I¥'A数となることが分かる。

(E5)に(E4)を代入することにより，次を得る c

ω(バ)=L，ω/11'>仏

-α(1α)( Pαil_， g _1 
ω=一一一一卜+-=-=--K p +一一一一一計 (24) 

λl' 19 '1-αr 吋 -α) 凸 lw

8-
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最後に(E6)に (E4)， (E7)を代人することにより，

hな)=H， 

h =-(1 u迫-ゆ +J__I一一(Iーサ(1-α2 L7 (25) 
λr I入'¥)入r I~ 、，

以上の (23)，(24)， (25)の 3つの式により ， W， X， gが決定される"c

定常成長経路における均衡の経済成長率は， R&D労働の労働rliJ誌の均衡条件 (25)のみから一意

的に決定されることに注意されたい。 (24)から分かるように， '1' 問 n1'~L産の労働需要は，リサー

チの人的資本H'が少なく L1i¥ Hftll¥H!iのすたれるスピードの遅い(すなわち gの低L、)経済におい

ても.小さくなるとかぎらなL、c これに対して(16)，(17)を(18)に代入することで確認できるよ

うに，開発労働の労働需要は gの低い経済においては必ず小さくなる。したがって， R&D労働の

市場が中rt¥lH1'生産の労働需要の影響から遮断されている状態では，海数均衡は発生しなL、ご

3 -7.労働の移動性と複数均衡の発生

次に， R&Dの労働市場と r~l 問!日生産の労働市J坊が分 11<Ir されていない場合について，被数均衡の

発生することを ï]~すO この場合， :3 -(i節の体系 (El)- (E7)においてW
r
=えとなり，体系は次の

ようになる。

~ =w，/α 
2 

1" -αJ-a( w， / A，)口

人f=dfv 、(P士 gト)u

η=  1， ~u ~ p + /_g ， _ g ~ 一一一-~ 0 +一一一一一一一 υ 〉一 、-. 
Aruド吋-α) 凸 j

ua(1-α)( -α ，~ T T" 1 '¥ r 1 T Iυ(1-α)一 y

g(1-u) l t-' . 1α b )汁'，'一山 - E 1 山

g=入rH'

(A1) 

(A2) 

(A3) 

(A4) 

(A5) 

(A6) 

4)均衡体系の'女定性については.次のように論ずることができる 簡単のため.R&D労働Jの労働市場が12に均衡するようにす

みやかにxが調撃されるとすれば， (23) および (25) から J~J押収)xlまwの減少!刻数になっていることが分かるつしたがって中

tlil!!J生産の労働 rfOj，~の剥幣式を次のように定式化できる

I.J ~. ，(II)i ，1 
γ二 μ{ωIg'，一一トq，γく o (A) 

ただし"はt調TFi生l主， g' は (25) から求まる均衡の定1i~成長名である (A)は労働dn-Mの，即位需要によりl'i:金が上りすること
を示している。 (A)により，均衡の安定刊はず干場に』許認て、きる

9 



ここで 3-6節の体系と大きく異なるところは，労働市場の均衡式が (A5)に一本化されているこ

とである。 (A5) の左辺第 Ul'Jは中 II\JH~ 生産の労働需要(前節E5でwr=xIとおいた式) ，第 2項はリ

サーチの雇用電.第 3項は開発労働の需要である。上の 6つの式から ，P" '"， ， '7"" w" H"，そ

して gが決まる。(さらに， 5から"ーが決まる)。

(A5)に (A4)， (A6)を代入することにより，次を得る。

α(1-α) 
Fg+G+一τ7十一-P2ニ L，

ん g

F =f 1+ α~I平ヤーじゃゅ1，
l~' (J -uXI α) Jんじ

1(1-υy ~. ， .，~. 2 ， 1 __ 1 
=てで{ α+2a2 +1-叫 (26) 
ん|じ|

(26)から，労働人口Lが十分に大きければ，定常成長経路における経済成長率には，高位均衡(gっ

と中位均衡(gM)が存夜することが分かる。 gH，g"それぞれの(位は，次のようになる o

gH ニ.g -G+ J(~-Gy 一例-α沖2/入~}クF，
g九五-G-J(L-GY一例-α沖 2/Ar}/2F ρ 

ところで， αめから労働市場の調整式を

とおくことができる (;1>()は調整速度である)0 (28)は，次のことを意味している。例えば，労

働市場に超過供給があるとき (28の大括弧内が IEのときに市場実質賃金 w(=w/A)が低下す

る。いっぽう仰に (A3)， (A4)から確認できるように，

一 (P士 g肘(P+古)イ (29) 

であるから ，gは Wの減少関数であり，したがって wの低下とともに ，gは上昇することになる。

(26)および (28)から f とf のうち，g"が安定的であり ，g"は不安定であることが分かる九

したがって当初，研究者の人的資本が乏しく，経済成長率がどIよりも低い経済は，経済成長率が

低下して限りなくゼロに近づくことになる。このほ位均衡 (g'ニ 0) においては，生産ラインの発

明はなく，労働市場の超過需要は無限大となり，実質賃金(三w， /A) が無限大に上昇して中間H~

ハ
リ
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生産:も行われなくなり，経済活動は消滅してしまう。

このような低位均衡の民 (povel匂 trap)の党生するメカニズムは，これを次のように説明する

ことができる。 (A5)の左辺第 1Jffに (A4)を代人することにより，

1 p(I α) ， ~.Il~ ， g J )r，- --/+α ト)p + 1.0 
¥ - g r (30) 

λr I g '~[ Iυ(1-α) 6[ 

をf'Jる。 (30)は111fl¥Jl!t '1:: }窒のための労働;岳安を示しているこ (30)のなかのg/(1一 α)は， (5)， 

(めから各 11 1 1日H!~ のすたれる速度を示している。 (30) によれば，経済成長率gの低下は，中間Hi 生

産労働への需要を必ずしもほ下させない。というのも，研究脊の人的資本が乏しく，経済成長率

の十分に低い経済においては， 1I Jj昔J!!~ のすたれる速度が低く， (5)， (6)からも分かるように，古

L、中間財を生産するための労働需要がなかなか減少しないので， 1I1間!日生産労働への需要が全体

としてかえって大きくなり得るのである。 IIllHf.iの労働需要がト分に大きい助合には，労働市場

全体に超過需要を発生させ， (技Hi水準でil!ilった)実質賃金が上昇し，企業の研究開発の意欲が減

退して経済成長率がさらに低下して， 11I技術における労働需要がよりいっそう上昇するといった

悪循環が発生し得ることになる。

以上の議論をlχ!示すると，次lス!のようになる

5)調繋式 (28)から.均衡のlnj所安定条件は.

J
 
t
 

く

2

一

門

ν'
一

)
一
2

日一

E

二
K

，，P
一

〆
e
‘、一α一+

 
F
 

('¥1) 

L、っ{まう均衡においては粁済成長率がつ主なので， (28)で'u'lをゼロとおいて.次をfl}る3

L-G α(1-<x)P 1 

F= 一てァ'-:~ (A2) 
g Ag 

g>Oを前tMすると， (Al) ， (A2)から. }Il)所女定条1'1は次のようになる z

L-G 
一一一一一く U
2F <' 

(A.l) 

(A3)と本主 (27)から ，g"が安定的であり .g¥l(ま不安定であることが!前訟できる υ



lχ1 1 槻数均衡

gL 

α(l-u)ρ2/A' 

。 g 

図 lの曲線，直線はそれぞれ， (26)の左辺，右辺に gをかけたものである。両者の交点で高位

均衡ぽうと中位均衡(g¥うが決まる。当初Jglfよりも経済成長率の1応、経済は，最終的にItlJ線の縦

;!alの切片(ど=0)へと収束する。

4.結論

本論では，シュンベータ一的内生成長モデルにおいて，禄数均衡の発生するlIJ能性について分

析した。その結果， R&D部1"1の労働市場と中II¥H!1生産部門の労働市場の11¥1で労働移動がI'l由な場

介には，人的資本が研究開発のtimearrival rateに直接に影響しなくとも，袴数均衡の発生し得る

ことが示された。そのメカニズムは次のとおりである。

当初，研究の人的資本が豊富な経済においては，新投討すの発生する可能性が高く， Ifl技術が速

くすたれるので，旧技術から放出される豊富な労働供給により，新技術における労働需要が満た

され，高成長を維持することができる c いっぽう当初，研究者の人的資本が乏しく，経済成長率

の十分に低い経済においては !日時計irがなかなかすたれなL、。したがって旧技術の労働需要が十

分に大きい場介には，労働rJi場全体に超過需要が発生し， (技術水準で、iftiJった)実質賃金が上昇し，

企業の研究開発の意欲が減退して新持術の開発が遅れ，経済成長率がさらに低下して， I~I技術に

おける労働需要がよりいっそう上昇する，といった悪術環が発生し得ることになる叫C

上述の議論の要点は， R&Dと中間Hi生姥の問で労働移動がt'cl由な場合， IH技術を体現した中間

H1生産のための労働j需要が大きくなりすぎると， R&Dのための労働が確保できなくなることにあ

る。したがって， R&Dと中間!日生産の労働市場とが分断されている喝合には，被数均衡の問題は

6)新H術の1:-tJilが遅延することによって経済成長が作滞する議論は.1>:論の他にもいくつかなされている。詳しくはAzariadis

(1996) pp.471-475を参照されたLミ。
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発生しなL、。
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